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社 名： ペーパーロジック株式会社 (https://paperlogic.co.jp/)

本 社： 東京都港区港南二丁目16番5号

NBF品川タワー5階ワークスタイリング内

代 表： 代表取締役 横山 公一 

設 立： 2011年4月27日

資本金： 金10億2,227万5千円（2023年7月1日現在）

事 業： 経理･総務･法務の領域で、契約書や請求書など法定保存文書を完全に電子化･ペーパーレス化（紙廃棄）
するクラウドソリューションを提供しています。 

横山 公一
代表取締役社長 兼 CEO

・学習院大学法学部政治学科卒業
・公認会計士 税理士
・監査法人トーマツ出身

▶ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会 電子契約ワーキンググループ委員
（2017年9月22日～現在）
▶リスクセキュリティ・デジタルイノベーション研究会 委員
（2020年9月23日～現在）
▶ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会 インターネットトラスト研究会委員
（2016年9月29日～2017年2月6日）
▶ 産業能率大学 客員教授(2015年4月～2019年3月末）

プロフィール：
代表取締役 横山 公一（公認会計士・税理士）
1991年監査法人トーマツに入所し、監査業務、株式公開支援
業務、関与先のABS発行の会計税務等を担当。
1999年創業メンバーとして金融特化型の会計事務所を設立、
代表パートナーとして同社を取扱ファンド数1,500、管理金額
4兆円へと成長させ、金融特化型会計事務所としては国内最大
手にまで成長させる。
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電子契約
（文書デジタル化）

電子書庫
（ストレージ）

paperlogic電子契約

☛実印（当事者型）と

認印（立会人型）、
角印（eシール）の選択可能

☛ゲストのPKI取得が画面上から

☛契約締結のみならず、
取引書類（請求書等）への対応

契約締結機能

☛税務要件の充足
・削除付加、改変履歴
・タイムスタンプ付与＋
一括検証機能

・電帳法４条３項＋7条
～紙とデジタルのHybrid管理～

☛長期検証可能性の保持（LTV）

データ保管機能

契約締結

請求書発送

議事録作成
電帳法第4条3項
スキャナ保存制度

電帳法第7条 電子取引

インボイス制度対応
➡登録事業者番号
の自動チェック機能

paperlogicサービス概要 Point
電子書庫機能有

紙とデジタルの
ハイブリット管理
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COVID-19 生産性向上法規制緩和
ビジネス ドキュメントのデジタル化

ペーパーレス化 脱ハンコ

数多あるデジタル化関連法規要件の充足

取引（帳票）フローと内部統制、商習慣の知見

文書DX推進をアシストするコンサルテーションの必要性

会計士・税理士
が有する知見

ビジネス文書デジタル化の推進には、
数多あるデジタル化関連の法律、ビジネス帳票フロー・内部統制の知見が必要

papaerlogicは公認会計士・税理士により立ち上げられた会社であり、
内部・外部リソースに士業専門家の多くのリソースを有する

※「DXデザイン会計事務所」は当社主導により創設した、士業による電子化コンサルテーションを提供する会計事務所です

paperlogic社の強み～文書デジタル化コンサルティング～
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お客様の現状～事例紹介～



■ 未着手、検討開始済、対応済
➡各々1/3ずつの感想（2023年7月17日）

セミナー・勉強会で引き続き支援

第7条～電子取引に係る電磁的記録の保存義務～の対応状況

改
正
電
帳
法

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

▶ 未着手の方々 ：進め方が判らない  →P７

▶ 検討開始の方々：完全性付与措置の選択 →P８
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第7条対応の進め方が判らない

改
正
電
帳
法
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度
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第7条－完全性付与措置の選択

改
正
電
帳
法

イ
ン
ボ
イ
ス
制
度

■ 対象となる取引書類データの交付・受領の形態や業務効率性を考慮し適切な措置を講ずる

（認定事業者）タイムスタンプ付与がベストの要件充足方法
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仕入先に免税事業者が多数いる場合、どう進めればよい？

改
正
電
帳
法

イ
ン
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ス
制
度

■ どれ程のインパクトがあるか不明

■ 事業者登録をして欲しいがどのようなアクションがあるか？

■ 取引条件の見直し（免税事業者との価格交渉）は可能か？

▶ 仕入先へレターを送付して状況把握しシミュレーション

▶ 仕入先向けの勉強会・セミナー（動画配信含む）

▶ 独禁法、下請法

▶ 痛み分け：仕入先の消費税の負担をも考慮した上で、双方納得の上で取引価格を設定

▶ 一斉による書面通知は？
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登録事業者番号の確認

改
正
電
帳
法
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ン
ボ
イ
ス
制
度

■ 周囲の会計士、税理士の顧客への注意喚起ポイント

▶ はじめての取引先のインボイス：登録事業者番号のチェックを強調している
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